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労使協定の見直しを行う派遣元事業主への支援策について 

 

１ 課題 

派遣労働者の同一労働同一賃金を労使の協定に基づき実施する場合、派遣元事業主にお

いては、毎年度４月１日から適用される一般賃金水準を踏まえた労使協定の締結のため、

協議体の立上げや過半数代表者への説明、賃金規程の改定などのほか、労使協議期間を通

じた個々の派遣労働者への説明、協議結果の給与システムへの反映など、様々なプロセス

を経た上で賃金制度の整備・改善等を行っている。 

今般のハローワーク別地域指数の誤り及びその訂正に伴い、派遣元事業主においては、

訂正後の一般賃金水準を確認した上で、必要に応じ、労使協定の再締結を行うとともに、

現行協定と新協定との差を補うことについて、労使で検討していくこととなるが、これは、

そうした対応を行う派遣元事業主にとっては、通常であれば生じない年度途中での作業を

追加的に行うことを余儀なくされるものであり、出来る限り円滑に進めていく観点から、

派遣元事業主における負担を軽減する方策を検討する必要があるものと認識。 

 

２ 支援の在り方について 

○ 今般のハローワーク別地域指数の訂正に伴い、派遣元事業主が賃金制度の整備・改善

等の取組を実施した場合に、それに伴う経費について政府が支援を行うことについて、

どう考えるか。 

 

○対象となる取組を、 

・訂正後の指数による一般賃金水準以上となるよう、労使協定を再締結するとともに、

年度当初から協定再締結までの期間における差額（現行協定と訂正後の指数による一

般賃金水準との差）を補う対応等とすることについて、どう考えるか。 

   

・この場合、当該派遣元事業主においては、（ア）雇用する派遣労働者の人数によらず共

通してかかる経費、（イ）雇用する派遣労働者の人数に応じてかかる経費の負担が生ず

ることに鑑み、支援内容の設計を行うことについて、どう考えるか。 

 

○支援措置については、次の観点にも鑑み、雇用保険二事業で実施することについて、ど

う考えるか。 
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 ・今般の支援措置の対象として想定する派遣元事業主においては、通常であれば生じな

い年度途中での作業を追加的に行うことを余儀なくされ、あわせて現行協定と新協定

の差を補う対応を短期間のうちに行うこととなるため、個々の事業主の負担のみに拠

ることとした場合、「対象となる取組」が十分進まないことも考えられる。 

・このため、これらの労働者の雇用の安定を図る観点から、雇用保険二事業により支援

を行うことが考えられるのではないか。 

 ・政府の誤りへの対応を契機とするものではあるが、労務管理の改善に取り組む事業主

への支援は、現在も雇用保険二事業において実施しているところであり、今年度中速

やかな対応が求められている事情も鑑みれば、雇用保険二事業による迅速な実施も考

えられるのではないか。 

 

※今回いただくご指摘・ご意見等を事務局で整理の上、次回、検討を深めることとしては

どうか。 


